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要約 1 自動車産業、モビリティ領域でデジタル化が進む中で、アフター・サービス領
域のビジネスや、車の使い方も変化しつつある。特に、スマートフォンを活用
したデジタルキーは、今後のモビリティ関連サービスの拡大・拡張を担う可能
性がある。車両の魅力向上、他産業との連携、顧客ニーズに適したディーラ
ーサービスなど、多様なサービスや付加価値サービスが実現するだろう。グロ
ーバルでデジタルキーの標準化活動も進展しており、2020年代前半からデジタ
ルキーとそれを起点としたサービス、連携が普及するとも考えられる。

2 デジタルキーを活用したモビリティサービスは、既に自家用車・シェアリン
グカーを問わず、展開されている。自動車外の業界と連携が進み、ユーザー
の利便性を高めるようなサービスが生まれている。法整備や通信規格、ビジ
ネスの収益モデル確立など、普及に向けた課題はあるが、ユーザー接点の増
加をもたらすなど、自動車関連市場を活発化させる可能性がある。今後、い
かにユーザーを引きつけていくかが重要になる。

3 10億ドル以上の評価額である非上場スタートアップ、ユニコーン企業の展開
領域を通じて、モビリティ領域で起こっているイノベーションを分析する
と、既に電気自動車・自動運転などのCASEと呼ばれる領域は、実装段階・
普及段階に入りつつあることが分かる。また、既存のビジネスモデルを組み
合わせた複合型事業や、移動から生活領域に領域拡大を図るサービス企業も
出てきている。今後はこれらの動きを踏まえ「CASE実現を前提」とした上
での「生活領域」「ビジネス領域」「インフラ領域」「都市領域」において、自
社がどのような価値を提供する企業であるべきかが問われている。

Ⅰ　サービス領域におけるモビリティのデジタル化のインパクト
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モビリティのデジタル革命

Ⅰ サービス領域におけるモビリティの
 デジタル化のインパクト

本章では、デジタル化により転換する自動
車ビジネスの中で、サービス領域を中心に概
説する。

1 サービス領域のデジタル化と
 デジタルキーの登場

デジタル化に伴い、アフター・サービス領
域が大きく変わってきている。スマートフォ
ンを活用したデジタルキー、ブロックチェー
ン技術を活用した決済・マイレージプログラ
ム、バリューチェーンのトレイサビリティ情
報の提供など、ユーザーへのサービスも変化
してきている。

特に、スマートフォンを活用したデジタル
キーの登場は、今後のモビリティ関連サービ
スの加速・拡大を担う可能性がある。たとえ
ば、車両そのものの魅力を高めるために、ド
アの開閉、カギのシェアリング、リテールや

物流事業者との連携、ディーラーサービスな
ど、多様なサービスを実現する。アフター・
サービス領域においても、直近、スマートフ
ォンを活用したデジタルキーによるサービス
が登場し、販売後のサービスを大きく変化さ
せるかもしれない。

デジタルキーは、従来のメカニカルキーと
異なり、第三者に時間を限定したワンタイム
パスワードを発行可能なため、自動車を利用
していない時間帯のメンテナンス・車検サー
ビス、給油サービス、第三者へのシェアリン
グ、荷物を受け取る宅配ボックスサービスと
いった普及の仕方が考えられる。レンタカー
やカーシェアリングサービスにおいても、よ
り自由な使い方が実現可能であるため、拡大
する可能性がある（図 1 、表 1 ）。

2 デジタルキーの普及見通しと
 インパクト

デジタルキーは現在、一部のモデルに搭載
が開始されているが、2020年代前半から

図1　ボルボのデジタルキー

出所）https://www.volvocars.com/au/about/australia/i-roll-enewsletter/2018/september/the-volvo-app-that-makes-life-easier
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OEMの車両への採用が本格的に始まる見通
しである。市場拡大に時間がかかる背景に
は、デジタルキーのセキュリティ確保、規格
の標準化などの課題が挙げられる。

そのような背景もあり、国際団体のCar 
Connectivity Consortium（CCC） は、 デ ジ
タルキーの普及拡大に向けて、18年 6 月に

「Digital Key Release 1.0 Specification」を発
表した。この仕様は、ドアの開閉やエンジン
スタート、車へのアクセスのシェアリングと
いったユースケースを相互運用するためのエ
コシステム形成を目的としている。デジタル
キー初の国際規格で、セキュアにデジタルキ
ーの実装が可能なソリューションを提供して

おり、次なる「Digital Key Release 2.0 Spec-
ification（Digital Key 2.0）」の策定計画も発
表している。本仕様の策定には、自動車
OEMのほかに、アップル、サムスン電子な
どのスマートフォンメーカーなども参画して
いる。「Digital Key 2.0」では、車両とスマ
ートデバイス間の標準認証プロトコルの策定
を目指しており、開発コストの大幅低減、異
なるスマートデバイスと車両の相互運用を実
現すると見られている（表 2 ）。

デジタルキーは、オーナーカー向けの単な
る鍵のデジタル化にとどまらず、顧客本位の
サービス変革を促し、また、クルマの役割を
従来の移動体としての役割から、社会システ

表2　Car Connectivity Consortium（CCC）への参画企業

OEM ホンダ、トヨタ自動車、メルセデス・ベンツ、アウディ、フォルクスワーゲン、BMW、GMなど

サプライヤー デンソー、パナソニック、ボッシュ、コンチネンタル、ヴァレオなど

携帯メーカー アップル、サムスン電子、ファーウェイ、HTC、LGなど

表1　主要企業のデジタルキーの展開事例

企業名 概要

OEM

ボルボ
● 2017年開始。対象モデルは、XC40
● ドアの開閉、エンジンスタート、鍵の共有機能の提供

メルセデス・ベンツ
● 2018年開始。対象モデルは、A-Class
● ドアの開閉、エンジンスタート、鍵の共有機能の提供

BMW
● 2018年開始。対象モデルは、8シリーズ、X5
● ドアの開閉、エンジンスタート、鍵の共有機能の提供

サプライヤー ボッシュ
● Perfectly Keylessを開発
● カーシェア、商用車向け管理コスト削減ソリューションとして提案（モビ
リティソリューションの一環として提供）

通信事業者 NTTドコモ（ヴァレオ）
● コラボレーションパートナーのヴァレオとの開発・サービス提供
● スマートフォンのアプリから、車両の鍵開閉が可能
● 車両の予約～返却処理、走行距離・残燃料確認もアプリ上で可能
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ムの一部としての機能へ高める可能性があ
る。

次章以降、オーナーカーにとどまらないデ
ジタルキーのユースケース、他産業との連携
の動向や拡張可能性、デジタルキーの将来の
ポテンシャルを解説する。

Ⅱ デジタルキーによる飛躍するモビリティ
 関連サービス・社会システムとの連携

本章では、デジタルキーによって実現され
るモビリティ関連サービスを中心に概説す
る。

1 デジタルキーのユースケース
デジタルキーは、①カギのデジタル化（メ

カニカルキーの代替）、②複数媒体へのカギ
情報の転写が可能、という特徴を持つ。それ
を活かし、近年では図 2 のようなサービスが

展開されている。
自家用車や自動車OEM単体での展開だけ

ではなく、営業車・シェアリングカーへの展
開や他企業（サービサー）とOEMが連携し
てサービス提供する例も見られる。自家用車
向けには、トランクへの荷物宅配サービスや
不在時でも給油や洗車、車両メンテナンスが
受けられるコンシェルジュサービスが展開さ
れている。カーシェアやカーレンタルでは、
店舗での手続きやICカードなしにスマート
フォンで手続きを完了できる。ほかにもボッ
シュは営業車両向けに維持管理コストを削減
する商用車のフリート管理サービスの提供を
計画している。

2 他産業との連携
こういったサービスは、他企業・産業と連

携しながら展開している例として、比較的、
自動車に近い業種では、トヨタがディーラー

図2　自動車OEM・サプライヤーにおけるデジタルキーのユースケース

他企業と連携自社単体で実施

営業車・
シェアリングカー

● フリートマネジメント（ボッシュなど）
　 ▲ 車両維持管理工数の削減

● カーレンタル、シェアリング
　（トヨタ自動車など）

● ドアの開閉・エンジンの起動

● P2Pカーシェアリング（GMなど）

※P2Pカーシェアリング：
　個人間カーシェアリング

● コンシェルジュサービス（ボルボなど）

　 ▲ 車検・給油などの代行サービス

● トランクへの配達（GM、ボルボなど）

自家用車
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予約からチェックイン、チェックアウトまで
すべてスマートフォン上で完結できるような
サービスフローを構築している。

このように、デジタルキーは車体（車内空
間）と外部の障壁を取り払い、モビリティサ
ービスに他産業が参入しやすい状況を作り出
しているといえる。

3 デジタルキーの普及に向けた
 課題とポテンシャル

ここまでデジタルキーを活用したサービス
について述べてきたが、それらが特に日本に
おいて普及していくためには、①法整備、②
スマートフォンとの接続、③デジタルキーの
ビジネス展開、といった課題が挙げられる。

①法整備について、日本において「鍵」
は、道路運送車両法に基づく保安基準の中
で、特定の車にだけ作動するように設計・製
造されたものと定められ、現在、スマートフ
ォンでのエンジン起動が認められていない注。
一部で改正に向けた動きがあり、将来的には
解消していくものと思われる。

②スマートフォンとの接続について、車と
スマートフォンとの間の通信規格として主に
BLEとNFCが活用されるが、対応端末の数
や利便性、セキュリティ面などから、各
OEMでどの規格を採用するかの対応が分か
れている。

③デジタルキーのビジネス展開について
は、デジタルキーサーバーへの投資に加え、
それに見合う収益を確立する必要がある。現
在OEMでは設置のためのオプション費用を
取っているにとどまる。前述したアマゾンの

「In-Car Delivery」の例でも現在は無料で展
開しており、サービスの利便性向上のための

のServco社と連携し、米国ハワイ州にてデ
ジタルキーを活用したカーシェアサービスを
展開。車両予約から利用、支払いまでの手続
きがすべてスマホアプリ上で完結する。米ス
タートアップFild社は、ユーザーがガソリン
スタンドに行く必要なく給油配送が受けられ
るサービスを提供している。配送車が車の給
油口をデジタルキーで開け、そのまま給油す
る仕組みだ。

小売・配送業界では米アマゾンが2018年頃
より「In-Car Delivery」を北米と欧州の一
部で開始、アマゾンの配達員がワンタイムキ
ーを使用してユーザーのトランクの鍵を開け
荷物を届ける仕組みとなっている（図 3 ）。

直接、車のデジタルキーとは連携していな
いが、ホテル大手のヒルトンでもデジタルキ
ーの導入を進めている。今まで、チェックイ
ン時はフロントに立ち寄る必要があったが、

図3　アマゾンのデジタルキーサービス「In-Car Delivery」

出所）https://www.amazon.com/b?ie=UTF8&node=17051031011
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れる。
中国を中心としたEVユニコーンの存在

や、米国・中国が牽引する自動運転など、自
動車車両側のイノベーションが着々と進んで
いることが分かるとともに、注目すべきはサ
ービス領域の広がりである。既知の通り、米
国Uberの登場が拡大のきっかけとなったラ
イドシェア・配車ビジネスは、世界中に広が
っている。幅広い地域に既に 9 のユニコーン
企業が存在し、そのほかにも多くのスタート
アップが生まれ凌ぎを削っている。

そのライドシェアの派生系として生まれて
きているのが、物流トラック配車・マッチン
グサービスや、フードデリバリーである。物
流マッチングサービスは、零細運送企業や多
くのトラックドライバーとの関係性構築が重
要となり、専業の中国Manbang Groupや、
香港Lalamove、米国Convoyなどが事業を拡
大している。一方で、フードデリバリーは、
既存事業における生活者との接点・基盤が事
業においてアドバンテージとなるため、
Uber Eatsや、東南アジアの大手ライドシェ
ア企業グラブや、GO-JEKなどの大手ライド
シェア企業と専業スタートアップ・ユニコー
ン企業の双方が事業を拡大してきている。

2 注目技術・企業
加えて、さらなるトレンドとしては既存の

ビジネスモデル・技術を組み合わせた形での
事業が生まれてきていることである。①複合
型ビジネスモデルを展開するユニコーン企
業、②特定ビジネスモデルを軸に領域拡大し
複合化するユニコーン企業、の 2 パターンを
紹介する。

まず、①複合型ビジネスモデルのユニコー

投資として捉えられている。
一方で、デジタルキーは既存の自動車関連

市場を活発化する可能性を秘めている。自動
車点検・メンテナンスはディーラーまでの運
転や自動車点検・整備を受けている間の待ち
時間などが発生するが、たとえばデジタルキ
ーを活用した出張メンテナンスサービスを展
開すれば、それらを面倒に感じているユーザ
ーに対し利便性を提供する一方で、サービス
展開側としてはユーザーとディーラーとの接
点増加につながり、そのほかのディーラーサ
ービスへの誘導が可能となる。このように、
デジタルキーを軸に付属サービスへユーザー
を誘導していくことで付加価値を生み出すよ
うなビジネスが今後展開される可能性があ
る。

本章ではデジタルキーに関連するモビリテ
ィサービスの広がりについて触れたが、次章
以降、モビリティのサービス化を担うユニコ
ーン企業の動向を解説する。

Ⅲ CASEの次を担うイノベーション

本章では、モビリティのサービス化に関連
するイノベーションの動きを中心に概説する。

1 ユニコーン企業のトレンドと
CASEの次

ユニコーン企業とは、評価額が10億ドル以
上の未上場スタートアップである。ユニコー
ン企業の動向は、どのようなイノベーション
が事業としてスケールしており、投資家や大
手企業から資金を集めているかを分析する一
つの視点となる。主なモビリティサービスに
関するユニコーン企業としては表 3 が挙げら
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ビジネスモデルは、ECプラットフォームと、
フードデリバリーのビジネスモデルを融合し
たものである。新しいモビリティサービスの
ビジネスモデルが生まれてくる中で、既存の
ビジネスモデルの特徴を組み合わせた新たな
イノベーションの創出が想定される。

また、②特定ビジネスモデルを軸に領域拡
大し複合化するユニコーン企業としては、前
述のグラブが挙げられる。ここからも、モビ
リティサービス関連のユニコーンのトレンド

ン企業として、買物代行サービスを展開する
Instacart（インスタカート）が挙げられる。
同社は元アマゾンのエンジニアが立ち上げた
米国のユニコーン企業で、全米 1 万5000カ所
店舗を展開する300の小売店と提携をしてお
り、消費者はそれら小売店の在庫から商品を
選ぶ。そうすると、Instacartがネットワー
ク化している個人のショッパーが店舗で買物
を済ませ、消費者の元まで配送するのであ
る。まさに買物代行サービスといえる。この

表3　主なモビリティ関連ユニコーン企業

自動運転・EV関連

自動運転関連

●［システム・ソフト］ Aurora（米国）、Argo AI（米国・フォード傘下）、
ZooX（米国・自動運転タクシー）、Sensetime（中国）、Pony.ai（中国）、
Momenta（中国）、Horizon Robotics（中国）、Preferred Networks（日
本）、Nuro（米国・自動運転配送車・ソフトバンク出資）

●［センサーなど］ Quanergy Systems（米国）

EV関連
Youxia Motors（中国）、Lixiang Automotive（中国）、XPeng Motors（中
国・アリババ出資）、Byton（中国）、AIWAYS（中国）、Leapmotor（中国）、
Ola electric Mobility（インド）、Rivan（米国・アマゾンが出資）

自動車以外の交通 他交通手段

●［シェアサイクル］ Hello TransTech（中国）
●［バス］ Flixbus（ドイツ・バス モビリティサービス（MaaS））
●［電動シェアスクーター］： Bird（米国）、Lime（米国）
●［ビジネスチャータージェット］： Vista Jet（マルタ）

サービス領域

ライドシェア
Didi（中国）、グラブ（シンガポール）、GO-JEK（インドネシア）、Ola（イ
ンド）、BlaBlaCar（フランス）、Bolt（エストニア）、Caocao Zhuanghe
（中国・EV配車）、Cabify（スペイン）、Gett（イスラエル）

物流マッチング
Manbang Group（中国・トラックマッチング）、Lalamove（香港・トラッ
クマッチング）、Convoy（米国・トラックマッチング）、Loggi（ブラジル・
トラックマッチング）

フードデリバリー

●［レストラン料理］ Deliveroo（英国）、Swiggy（インド）、 Woowa 
Brothers（韓国）、Postmates（米国）、Doordash（米国）、ezCater（米
国・企業向け）、iFood（ブラジル）

●［生鮮食料品］ Dada-JD Daojia（中国・食料品デリバリー）、Rappi（コ
ロンビア・食料品・医薬品デリバリー）、 Big Basket（インド・生鮮食
料品などデリバリー）

その他サービス

● Instacart（米国・CtoC買い物代行サービス）
● Zume Pizza（米国・ロボットピザデリバリー）
● Fair（米国・自動車サブスクリプション）
● Tuhu（中国・カー用品EC＋アフターケア店舗マッチング）

出所）CB insights、2019年9月時点
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（シェアリング）E（電動化）がいわれてき
た。現在ではCASEはコンセプトとして定着
し、技術は実装段階もしくは普及段階に入っ
ている。たとえば、電動化は多くのOEM・
スタートアップや政府政策の動きを通じて加
速度的に進んでいる。また、自動運転におい
ても多くの実証実験が行われ、実現に向け
着々と技術実装が進みつつある。今後は当然
ながら、それぞれの「電動車であること」

「自動運転が可能であること」自体には価値
が存在しなくなる。

また、車両製造企業やサービス提供企業の
垣根がなくなり、さらに競争が激しくなるこ
とが想定される。ユニコーン企業関連では、
米アマゾンが電動車EVユニコーンのRivan
社に多額の出資を行い、10万台のEVを発注
し、自社サプライチェーンで展開することを
発表した。今後は物流機能の外販として、ア
マゾンとして他社へEVを活用した物流機能

として「移動から生活へのシフト」が見え
る。Uberなどのライドシェアが生まれた段階
においては、「移動」自体がサービスの中心
であったが、その形が変化してきている。移
動を生活の土台と捉え、移動にまつわるさま
ざまなサービス領域に拡大してきているの
だ。グラブは、ライドシェアだけでなく生活
者のあらゆる行動をサポートする「エブリデ
イスーパーアプリ戦略」を掲げ、サービス提
供範囲を拡大している。軸となるライドシェ
ア事業をベースに、フードデリバリーや、生
鮮食料品配達、保険、決済、チケット購入な
どに拡大するとともに、他社サービスの自社
アプリでの連携も積極的に図っている（図 4 ）。

3 「CASEの次」を捉えた
 モビリティ戦略の必要性

従来の自動車領域におけるイノベーション
としてC（コネクテッド）A（自動運転）S

図4　グラブのスーパーエブリデイアプリ戦略

車内販売サービス
（グラブ＆ゴー）

*菓子・飲料・美容品など

貨物輸送
（グラブエキスプレス） …デジタルヘルスケア

サービス

食料品配達
（グラブフレッシュ）

自転車シェア、
カーシェアサービス チケット購入サービス

保険販売
（グラブインシュランス）

フードデリバリー
（グラブフード）

配車サービス
（自家用車・タクシー・ 
シャトルバスなど）

ホテル予約動画配信サービス

移動関連系サービス その他生活サービス

決済サービス（グラブペイ）

グラブアプリ①ライドシェアからフードデリバ
リーなどへ移動系サービスを拡大
し、さらに②決済、その他生活サー
ビスへ範囲拡大

②

①



モビリティのデジタル革命

60 知的資産創造／2019年11月号

を提供することも想定される。また、インド
のライドシェア企業のOla社は、2019年 3 月
にOla electric Mobility（OEM） 社 を 設 立
し、電動車を提供するべく事業を行ってお
り、OEM社はソフトバンクなどからの出資
も受けOla社同様にユニコーン企業になって
いる。加えて、前述のデジタルキー技術によ
り、自動車車両メーカーや、ドライバーのク
ローズな空間であった社内がオープンに利用
できるようになり、よりサービサー側として
のモビリティビジネスの可能性が拡大する。

これらのCASE実現や、既存の車両ビジネ
ス・モビリティサービスとしての参入障壁の
大幅な低下を前提に置いた上で、CASEを活
用して「何を提供価値とするのか」「何を実
現するモビリティ企業となるべきか」を検討
し続けなければならない。次回、いかに日本

企業がNEXT CASE時代に向けてビジネス
展開を行っていくべきかを論じる（図 5 ）。

注

2019年 9 月28日に、19年10月中旬頃、国土交通省が
保安基準を改正する見通しとの一部報道
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO50359300 
Y9A 920C1EA5000/
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図5　 「NEXT CASE」としてのモビリティビジネスの広がり
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ドライバーの人件費が最小化
され、サービス提供で人が制
約条件ではなくなる世界へ

車両製造のハードルが格段
に下がり、誰でも車両提供
に参入してくる世界へ

デジタル接続で自動車を活
用したサービスの幅・可能
性が拡大

自動車所有の前提が薄れサー
ビスとしての利用へ。サービ
サーの車両活用ハードル低下

車両 × デジタルキーによるオープン化

都市（モビリティデータ・機器・サービスを軸としたスマートシティ・都市計画 など）

公共サービス（過疎地サービス提供、観光・地域振興、自動運転警察巡回 など）

自動運転 電動化 コネクテッド シェアリング
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